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○　質疑

喜舎場盛一議員
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承認
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（発電所建設に反対する陳情）

（電力公社上間発電機設置促進について（陳情））
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○　閉会
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那覇市告示第１１２号

１９６７年１０月１６日







　第９６回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。







那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳







記

１．日時　　　　１９６７年１０月１８日（水）午前１０時

２．場所　　　　那覇市議会議場

３．付議事件

(1)　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について

(2)　ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて

(3)　ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて

(4)　変電所設置に反対する陳情

(5)　発電所建設に反対する陳情

(6)　電力公社上間発電機設置促進について（陳情）

(7)　上間発電所建設に関するご協力方について（お願い）

(8)　発電機設置に関する陳情







第９６回那覇市議会臨時会会期日程計画




１９６７年１０月１８日　　１日間









	月

	日

	曜

	種別

	日程

	備考




	10

	18

	水

	本会議

	議案上程・説明聴取・質疑・討論・表決・

	












本会議　　１日　　１日間


















第96回那覇市議会会議録










臨時会




上程案件







議案第１３６号




那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について




　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり制定する。




１９６７年１０月１８日提出




那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




（提案理由）

　「児童福祉法による保育所措置費政府負担金の交付基準を定める規定（告示第３９２号）」が１９６７年９月２３日公布され、１９６７年７月１日から適用することになつているので、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例第５条の改正規定中第１項の規定を遡及適用する必要があるため、この案を提出する。







那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例




　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例（１９６７年那覇市条例第２４号）の一部を次のように改正する。




　付則を次のように改める。







付則

　この条例は、１９６７年１１月１日から施行する。ただし、第５条の改正規定中第１項の規定は、１９６７年７月１日から適用する。この場合、従前の保育料より負担額が重くなる者には、これを適用しない。




付則

　この条例は、公布の日から施行する。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第１３７号




ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて




　ダクタイル鋳鉄管の購入について、次のとおり契約を締結する。




１９６７年１０月１８日提出




那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




記

１　契約の目的　　　ダクタイル鋳鉄管の購入

２　契約の方法　　　指名競争入札

３　契約金額　　　　＄９１，１５７ドル

４　納入期限　　　　１９６８年２月１５日

５　契約の相手方　　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４

福山商事株式会社

代表者　福山朝計




（提案理由）

　１９６８年度水道事業計画の政府対応工事、起債工事および自己資金工事に使用する資材を購入したいので、この案を提出する。




（参考資料）




	水契第１０号




	１９６８年度










ダクタイル鋳鉄管の購入仮契約書




　物品購入するについて、那覇市水道事業管理者那覇市第二助役新垣義徳（以下「甲」という。）と福山商事株式会社代表者福山朝計（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。

第１条　この契約の要項は、次のとおりとする。

(1)　品名、規格および数量　別紙内訳書のとおり（省略）

(2)　契約金額　　　　　　　＄９１，１５７ドル

(3)　納入期限　　　　　　　１９６８年２月１５日

(4)　納入場所　　　　　　　那覇市水道局資材集積所

(5)　契約保証金　　　　　　＄２，７３５ドル

(6)　支払場所　　　　　　　那覇市水道局経理課

第２条　納入物品は、日本水道協会制定の水道用規格に適合するものとし、納入の際、日本水道協会の検査合格証を提出しなければならない。

２　特に指定した物品については、見本、仕様書または図面等によるものとする。

第３条　乙は、天災事変その他やむを得ない理由により期間内に物品を納入することができないときは、その理由を詳しく記して期限延長の願い出をすることができる。

第４条　乙は、納品の際、那覇市水道局の定める納品書を提出しなければならない。

第５条　納入物品は、甲の定める検査に合格したものでなければならない。また検査に要する費用および検査のために変質し、変形し、消耗し、または破損したものすべて乙の負担とする。

２　乙は、甲の指定する日時および場所において検査に立ち会うものとする。もし、立ち会いをしないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。

第６条　乙は、検査の結果不合格と決定した物品を遅滞なく引き取り、甲において定める期間内に代品を納入しなければならない。

第７条　物品の所有権は、甲が合格品と認め受領証を交付したときをもつて乙から甲に移るものとする。

２　前項の規定による所有権の移転前に生じた物品の亡失、破損等は、すべて乙の負担とする。ただし、甲の故意または過失による場合は、甲の負担とする。

３　物品の所有権移転後においても、その物品について乙の責に帰すべき重要なかしが発見された場合は、乙は甲の請求によりその物品を無償で修理し、または代替品を納入するものとする。

４　前項に規定する保証の期間は１か年とする。

第８条　納入物品の代金または保証金は、検収後乙の請求により甲が支払い、または還付するものとする。ただし、既納部分に対する代金の請求があつた場合は、納入高の１００分の９０以内に相当する代金を中間支払いすることができる。

第９条　乙は、期限内に物品の納入を終了しないときは、延滞日数１日につき遅延部分に対する代価１，０００分の３に相当する遅延違約金を支払わなければならない。

第１０条　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合においては、契約を解除することができるものとする。

(1)　契約履行の着手を遅延したとき。

(2)　期限内に契約を履行しないとき、または履行の見込みがないと認めたとき。

(3)　契約解除の申出があつたとき。

(4)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があつたとき。

(5)　この契約事項に違反したとき。

２　前項の規定によつて契約を解除したときは、保証金は市に帰属する。

３　契約を解除した場合においては、既納部分に対しその代金を支払い、未納部分については納品を受けないものとする。

第１１条　乙は、この契約から生じる権利義務を第三者に譲渡し、または担保に供することができないものとする。

第１２条　乙は、本契約書の各条項のほか那覇市公営企業の契約の方法に関する条例その他関係法規を遵守するものとする。

第１３条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約をもつて本契約とする。

　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して各自が、その１通を所持する。




１９６７年１０月１２日




甲　那覇市水道事業管理者

那覇市第二助役　　新垣義徳




乙　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４

福山商事株式会社

代表者　　福山朝計

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第１３８号




ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて




ダクタイル異型管類の購入について、次のとおり契約を締結する。




１９６７年１０月１８日




那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




１　契約の目的　　　ダクタイル異型管類の購入

２　契約の方法　　　指名競争入札

３　契約金額　　　　＄４０，０００ドル

４　納入期限　　　　１９６８年２月１５日

５　契約の相手方　　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４

福山商事株式会社

代表者　　福山朝計




（提案理由）

　１９６８年度水道事業計画の政府対応工事、起債工事および自己資金工事に使用する資材を購入したいので、この案を提出する。




（参考資料）




	水契第１１号




	１９６８年度










ダクタイル異型管類の購入仮契約書




　物品購入するについて、那覇市水道事業管理者那覇市第二助役新垣義徳（以下「甲」という。）と福山商事株式会社代表者福山朝計（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。

第１条　この契約の要項は、次のとおりとする。

(1)　品名、規格および数量　別紙内訳書のとおり（省略）

(2)　契約金額　　　　　　　＄４０，０００ドル

(3)　納入期限　　　　　　　１９６８年２月１５日

(4)　納入場所　　　　　　　那覇市水道局資材集積所

(5)　契約保証金　　　　　　＄１，２００ドル

(6)　支払場所　　　　　　　那覇市水道局経理課

第２条　納入物品は、日本水道協会制定の水道用規格に適合するものとし、納入の際、日本水道協会の検査合格証を提出しなければならない。

２　特に指定した物品については、見本、仕様書または図面等によるものとする。

第３条　乙は、天災事変その他やむを得ない理由により期間内に物品を納入することができないときは、その理由を詳しく記して期限延長の願い出をすることができる。

第４条　乙は、納品の際、那覇市水道局の定める納品書を提出しなければならない。

第５条　納入物品は、甲の定める検査に合格したものでなければならない。また検査に要する費用および検査のために変質し、変形し、消耗し、または破損したものすべて乙の負担とする。

２　乙は、甲の指定する日時および場所において検査に立ち会うものとする。もし、立ち会いをしないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。

第６条　乙は、検査の結果不合格と決定した物品を遅滞なく引き取り、甲において定める期間内に代品を納入しなければならない。

第７条　物品の所有権は、甲が合格品と認め受領証を交付したときをもつて乙から甲に移るものとする。

２　前項の規定による所有権の移転前に生じた物品の亡失、破損等は、すべて乙の負担とする。ただし、甲の故意または過失による場合は、甲の負担とする。

３　物品の所有権移転後においても、その物品について乙の責に帰すべき重要なかしが発見された場合は、乙は甲の請求によりその物品を無償で修理し、または代替品を納入するものとする。

４　前項に規定する保証の期間は１か年とする。

第８条　納入物品の代金または保証金は、検収後乙の請求により甲が支払い、または還付するものとする。ただし、既納部分に対する代金の請求があつた場合は、納入高の１００分の９０以内に相当する代金を中間支払いすることができる。

第９条　乙は、期限内に物品の納入を終了しないときは、延滞日数１日につき遅延部分に対する代価１，０００分の３に相当する遅延違約金を支払わなければならない。

第１０条　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合においては、契約を解除することができるものとする。

(1)　契約履行の着手を遅延したとき。

(2)　期限内に契約を履行しないとき、または履行の見込みがないと認めたとき。

(3)　契約解除の申出があつたとき。

(4)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があつたとき。

(5)　この契約事項に違反したとき。

２　前項の規定によつて契約を解除したときは、保証金は市に帰属する。

３　契約を解除した場合においては、既納部分に対しその代金を支払い、未納部分については納品を受けないものとする。

第１１条　乙は、この契約から生じる権利義務を第三者に譲渡し、または担保に供することができないものとする。

第１２条　乙は、本契約書の各条項のほか那覇市公営企業の契約の方法に関する条例その他関係法規を遵守するものとする。

第１３条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約をもつて本契約とする。

　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して各自が、その１通を所持する。




１９６７年１０月１２日




甲　　那覇市水道事業管理者

那覇市第二助役　　新垣義徳




乙　　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４

福山商事株式会社

代表者　　　　福山朝計


















第96回那覇市議会会議録










臨時会




上程案件

処理結果







第９６回那覇市議会（臨時会）処理結果




	１９６７年１０月１８日　　
	（午前１０時６分　開会）

	（午前１１時７分　閉会）







１　本会議




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	10

	18

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	22番議員

24番議員




	


	


	


	


	会期を定めることについて

	〃

	１日間




	


	


	


	136

	那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	


	


	


	137

	ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて

	〃

	同意




	


	


	


	138

	ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて

	〃

	同意
















第96回那覇市議会会議録










臨時会













１０月１８日（水曜日）





１９６７年第９６回那覇市議会会議録（臨時会）




○　１０月１８日（招集日）






○　出席議員（２３名）





	　２番
	椿秀義君
	１４番
	宮良永昌君


	　３番
	大浜長弘君
	１５番
	久高友敏君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１６番
	仲本安一君


	　５番
	山川正平君
	１８番
	大山盛幸君


	　６番
	儀間真祥君
	１９番
	又吉久正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　８番
	黒潮隆君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２４番
	平良真次郎君


	１０番
	吉浜朝一君
	２６番
	比嘉佑直君


	１１番
	真栄田嘉園君
	２８番
	平良亀助君


	１２番
	金城庄瑞君
	２９番
	辺野喜英興君


	１３番
	仲宗根昌弘君










○　欠席議員（７名）





	　１番
	安見福寿君
	２５番
	高良一君


	１７番
	金城吾郎君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	２１番
	金城重正君
	３０番
	渡口麗秀君


	２３番
	喜久山朝重君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　説明員


	市長職務代理者第一助役
	古堅宗徳君


	水道事業管理者第二助役
	新垣義徳君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	消防本部長
	宮平栄治君


	水道局長
	玉城定仁君


	企画課長
	上原繁栄君


	民生課長
	武村盛秀君


	主計課長
	平山登君


	総務課長
	篠原英一君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	水道局総務課長
	新垣弘君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　事務局出席者


	局長
	義永栄善君


	議事課長
	新垣襄二君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事係長
	永山盛宏君


	調査係長
	亀島美一君


	　
	　


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６７年第９６回那覇市議会臨時会議事日程第１号

１９６７年１０月１８日（水）午前１０時開議







第１　　会議録署名議員の指名について




第２　　会期を定めることについて




第３　　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第１３６号）




第４　　ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて

（市長提出議案第１３７号）




第５　　ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて

（市長提出議案第１３８号）




第６　　変電所設置に反対する陳情




第７　　発電所建設に反対する陳情




第８　　電力公社上間発電機設置促進について（陳情）




第９　　上間発電所建設に関する御協力方について（お願い）




第１０　発電機設置に関する陳情




追加第１　高圧線架設に反対する陳情




〃　第２　電力公社の上間発電所建設促進について（陳情）




〃　第３　電力公社の上間発電所建設促進について（陳情）




〃　第４　発電所建設並びに高圧線架設に反対する陳情




〃　第５　上間発電所設置に反対する陳情

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件

（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　副議長（辺野喜英興君）

　これより、本日をもつて招集された１９６７年１０月の第９６回那覇市議会臨時会を開会いたします。

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配布してある議事日程第１号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。１０月１３日付、那総総第７，１５６号「議案の送付について」及び１０月１６日付、那総総第７，１９０号「議案の説明者について」市長職務代理者第一助役から文書が送付されておりました。

議案並びに議案の説明者写しは、お手元に配布してあります。

１０月２日付、那監第３１号「１９６８年度８月分および１９６７年８月（出納整理期間の分）一般会計および区画整理事業特別会計、下水道事業特別会計の例月出納検査の結果報告」書が監査委員中山興忠ほか３名から提出されておりました。

１０月５日付、「軍３号線の開放に関する要請について」陸軍省、琉球列島米国民政府から、行政主席を通して開放しない旨の回答文書が送付されておりました。写しは、それぞれ、お手元に配布してあります。

１０月５日付、電力需要者連絡協議会、平敷慶久から、「電力公社の上間発電所建設促進について（陳情）」

１０月６日付、製永冷凍業者代表、神里常松から、「電力公社の上間発電所建設促進について（陳情）」

１０月６日付、高圧線架設反対委員会、委員長、我如古盛仁から、「高圧線架設に反対する陳情」

１０月１６日付、真和志農業協同組合、組合長、大城清徳外役員一同から、「発電所建設並びに高圧線架設に反対する陳情」

１０月１７日付、真和志青年連合会、会長、屋良朝将から「上間発電所設置に反対する陳情」書がそれぞれ提出されておりましたので、後刻、御審議願います。

１０月１２日付、上間発電所問題対策特別委員長から、会議規則第７１条の規定による「閉会中の継続審査申出書」が提出されておりました。写は、お手元に配布してあります。

１０月１６日付、江別市議会議長、高橋行雄から、「北方領土および南方領土施政権の早期復帰要望決議について」の文書が送付されておりましたので、報告いたします。






○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第１、「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により、議長において、赤嶺保三郎君　平良真次郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第２、会期を定めることについてを議題といたします。

第９６回議会の会期日程については、去る１３日の議会運営委員会に諮り、了承の上、その案をお手元に配布してあります。お諮りいたします。今期臨時会の会期は、お手元の案のとおり、１０月１８日の１日間といたしたいと思います。これに、御異議ありませんか。　　　　　（「異議なし」という者あり）

御異議なしと認めます。




○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認め会期は、１０月１８日の１日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第３　議案第１３６号那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定についてを議題といたし当局から、議案の説明を願います。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　議案第１３６号那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について御説明申し上げます。

さきに児童福祉法の改正によりまして措置権が市町村長に移管されましたが、その実施に当つては新年度早々に政府からその基準が示されて施行されるもんであると思いまして、去る６月の第９３回定例議会におきまして条例の一部を改正し、保育料は政府の定める基準により市長が定るとしたのでありますが、政府における基準の設定が以外に日時を要し、ようやく去る９月２３日告示第３９２号で公布され、９月２８日に通達されてきました。

この告示は公布の日から施行しその適用は１９６７年７月１日にさかのぼつてなされるということであります。したがいまして市といたしましては政府の告示に基づきまして新たらしい保育料を７月１日にさかのぼつて適用し、徴収するわけでございますが、この場合保育単価は総体的に従来の保育料よりやゝ高くなります。しかし措置費を支給される世帯階層の基準の幅が大幅に拡大されましたのでこれを適用いたしますと自己負担額が従来の保育料より安くなるのが約５５％、残りの約４５％はやゝ高くなるのであります。したがいましてこの公示を７月１日から遡及する場合負担額において軽くなるものについてはそのまゝ適用し、軽減額を払い戻し、負担額が重くなるものにつきましては、１０月分までは従来の保育料のとおりとし遡及適用せず、１１月１日から適用したいと思いますので、急を要するものとして本案を提出いたしました。よろしく御審議下さいますようお願いいたします。




○　副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○　瀬長　フミ　君

　ただいまの御説明で保育料が値上がりするのは４５％となつておりますが、現在那覇市には５４０世帯の入園者の保護世帯がおりますが、その人たちの保育料の収入によつて市がどのくらいの増収になるのか、あるいは赤字になるのかですね、もし計算されているのがありましたらお願いいたします。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えいたします。ただいまの御質問は今度保育料が改訂されたその分について、超過分は１０月までは取らないということであるが、その収入関係はどうなるかという御質問ですか。（「そのとおりです」という者あり）お答えいたします。それぞれ保護者のほうから、その措置費を適用する必要書類、所得調査の書類を取り寄せまして、それに基づく計算をいたしておりますが、大体高くなつた人で、多く納めなければいけない分は７、８、９、１０の４カ月間で１，５０６ドル４０セントとなつております。この分のカバーのことでありますが、これにつきましては私たちが当初予算を編成するに当たつて保育料の収入として計算いたしましたときに、保育単価を１３ドルと７ドルということで予算措置をしておりますが、今度政府から示されました基準によりますと１４ドル３０セント、それから６ドル６０セントということになつておりまして、この差額の増収によりましてずつと計算していきますと、最終的にはこれで十分にカバーできるというふうな計算を立てております。




○　瀬長　フミ　君

　この徴収基準には第１階層から７階層まであつて、その第１階層の適用者が何名で、それぞれの７階層までの適用者が何名ぐらいかということでありますが、その数字がございましたらお願いします。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。現在申告されております申請者のなかでＡ階層というのはおりません。これはいわゆる生活保護法によつて扶助を受けている、それから市民税の非課税世帯であるというのはないわけです。Ｂ階層が１４名、あとはＣ階層の７段階にはまつていくわけです。






○　黒潮　隆　君

　今１段から７段までありますね、５４０世帯のうちで。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　階層別ですか。（「はい」という者あり）

これは全部個人別にやつておりまして、総集計をやつておりますが階層別のものはまだ集計されておりません、総計はやつてありますのででき次第御報告申し上げます。






○　儀間　真祥　君

　今階層別ははつきりわからないということでありますが、一応一資料は出しますね。（「はいでき次第」という者あり）お尋ねしますが、今までの御説明では十分に納得がいかないので、この那覇市の保育所に５４０世帯収容されております。それでその人々から年間徴収する保育料、それには政府から措置費も出てくると思います。そういうのが徴収できますが、そうなるとこの中から保育所を経営するために必要な経費は出てきますが、こういうのを差し引いて、今の説明は１，５０６ドル４０セント余るというわけですか。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えいたします。１，５０６ドル４０セントというのは今度新基準に適用した場合に従来の保育料より負担額が上回る人、その上回わる分は従来の４カ月分は従来の保育料どおりとして適用しないで置こう、その上回わる分をかき集めると１，５０６ドル４０セントということになります。




○　儀間　真祥　君

　この保育所を経営する経費ですね、これがあるわけです。それから、みんなからあずかる子供の保育料を取りますね、取つて差し引いて、この新らしい基準を適用された場合幾らの負担額の差が出るか説明願います。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　従来の保育料でいきました場合には年間約２，０００ドルから３，０００ドル近くの赤字が出て、いわゆる予算書にある収入と管理費をくらべました場合そういう計算になつておりましたが、このたびは政府のほうから出される措置費、保育単価というのは基準書にもございますとおり、これはその保育に必要な諸経費、人件費、事務費、管理費、営繕費等を割り出して、これだけあればこの児童は保育できるという所要経費でありますので、今後はこれで大体間に合つていくということが言えるわけであります。




○　儀間　真祥　君

　今の御説明では、要するに今までの保育料でやつた場合に年間２，０００ドルから３，０００ドルも赤字が出た、しかし今度の新基準を適用した場合にはこの赤字は出ないということですか。（「そうです」という者あり）そうすると今の説明から２，０００ドルから３，０００ドルの増収になるということですね。

（「はい」という者あり）






○　黒潮　隆　君

　この改正案から見ると、低所得者は負担が軽くなる。高所得者のほうは現在の保育料よりも多くなるということが言えると思います。しかし現在の５４０世帯ですか、この内訳を見た場合にはつきりすると思いますが、Ｃ階層の資料ができないということでこの判断がむつかしいわけですが、現在までの条例でこれを適用した場合、市の保育所に預けている父兄、これから徴収される保育料、これが年間幾らになるか、そして改正された条例で適用した場合には幾らになるか、これが１点。さらにこれによつて政府や市が負担しなければならない保育料が出てくるわけですね。たとえば保育料が１０ドルというふうにきめられた場合、実際には所得が少ないので２ドルしかその父兄は負担しない、その８ドルのうち９０％は政府が負担して残りの１０％は市が負担すると、その負担、これが、年間、政府が幾らで市は幾らになるのかですね、これをお尋ねしたいと思います。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。予算面での収入は３２，５７２ドルとなつております。それから新基準による保育単価、これの収入が５９，１６１ドル２０セントでありまして、政府のそのうちの負担額は幾らかということになりますと、２５，５２９ドル２０セント、そのうちこの１０分の９が政府負担で２２，９７６ドル２８セントで、１０分の１市負担が２，５５２ドル９２セントということになります。




○　黒潮　隆　君

　現在父兄が納めている保育料よりも、この新条例を適用した場合にすこしだけ多く出るという計算になりますがね、５９，０００から２５，０００引いた場合、今の部長の説明では５５％は安くなり４５％は高くなる、という説明からすると父兄がこれまで負担してきた保育料よりも、新たらしい条例を適用した場合には、父兄が納める保育料が安くならぬといかない、じやないか。

つまり２５，５２９ドル余りが政府と市が負担するので、しかも赤字は２，０００ドルから３，０００ドルだと、それを補つても、なおあり余るという計算になるんですが、そういつた点は先ほどの説明とは違うんじやないかと思いますがね。その点もつと詳しく説明していただきたい。もう１点は、この黒字経営をしたいというふうに市の理事者が考える場合は、これは運用問題になるわけですが、たとえばＢ階層の人たちをあずからないようにする。Ｃ階層だけ、さらにこの階層別でも比較的高給取りの父兄の子供をあずかるというふうな運営をするとすごく黒字になるわけですね。運営の方法によつても随分違つてきて、むしろ運営をよくし収入を得るというふうな考え方にたつ場合は、貧しい家庭の子供たち、特に夫婦共稼ぎが必要とされておる低所得者の場合は締め出されるというふうに考えますが、運営の方法としてはどんなもんですか。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。第１点の問題は結局、これは従来の保育単価よりも今度の保育単価が上つたということで、算式で数字がそういうふうに出てくるわけです。それから２点目でありますが、これはＡ階層であれ、Ｂ階層であれ、Ｃ階層であれ一応一定の収入は自己で負担するか政府が出すかというだけの話であつて、その金額は入つてくる。ただ１％が市が持つ分これを保護者から取れたか取れなかつたか、市が負担するかということでありまして、この面につきましては運営面で必ずしも黒字になるということでもないし、また赤字経営としての考え方でもなくしてその中庸をとつて進むべきだと、こういうふうに考えております。




○　黒潮　隆　君

　本土の場合の保育料の負担については、そういう所得のあるものは多く負担しているというふうな制度が以前からとられておりますが、保育料の父兄負担収入の比較別の父兄負担について本土と、今度改正される保育料と比較した場合、どういうふうになつているのか、そこで問題になるのは、沖繩の場合には所得税が改正されましたが、しかしなお本土よりは高いわけです。だからすぐ同じように本土のような負担をそのまま沖繩にもつてきた場合には、沖繩の父兄は大きい負担をさせられるということになるわけです。本土の場合は月収１５０ドルまで税金がかからないが、沖繩の場合は税金がかかるというふうになるわけです。そういうふうに所得税が本土と沖繩とでは差がある、それを勘案してこの条例の改正がなされているかどうか、その辺をお尋ねしたいと思います。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。第１点の保育単価のはじき出し方の問題でありますが、これは政府のほうにおきまして算定してありますが、お手元に資料が届いておるかと思いますが、この保育単価表の中に、たとえば６０人までの設置の分が１０ドル２０セントになつております。これは本土の昭和４１年度の基準表からしますと１０ドル１８セントになつておりますが、沖繩の場合は１０ドル２０セントにしており、その下の未設置というのがありますが、これは８ドル８０セントになつておりますが、本土の場合は８ドル７６セントであります。

それから６１人から９０人までの分が、本土が８ドル７３セント沖繩が８ドル７０セント、未設置の分が本土が７ドル７９セント、沖繩のほうが７ドル８０セント、以下同様にほとんど大差がないわけで、日本の４１年度の基準表をそのまま適用しても端数を整理しているということであります。

それから御手元に配られておると思いますが、徴収金基準額表の中の所得階層を分類してありますが、これは政府のほうで策定されてきたものでありまして、政府としてもあくまでも、ただいまの８番議員の御質問の点も十分勘案され検討されておるんだと、われわれはそう考えております。






○　瀬長　フミ　君

　Ｂ階層の所得が幾ら、あるいはＣ階層の所得が幾らという基準がございますか。さらに８番議員もおつしやつたように、今沖繩の所得税の基準を算定になさる場合に沖繩の所得税が高いし、共稼ぎの場合はほとんど二人の税金が加算されますので、その人たちの税金が非常に高くなる。そういう面から入園者の保護世帯は、ほとんど所得税が高いのでこの単価が高く取られるというふうな世帯が多いのであります。そういう面から私たちは、この保育単価の基準が前の保育料よりも高くついておると、そういうふうな保育単価はもつと切り下げる必要はないかと考えておりますが、そういう点について



○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。今度制定されました「児童福祉法による保育所措置費政府負担金の交付基準を定める規程」というところに「措置費とは」これは今まで入つておる児童、私立であろうが公立であろうと、たとえば１，０００名近くおると思いますが、一応これを全部措置児として指定されております。指定してあるがその中で全額自己負担をする措置児があるし、あるいは全額補助される措置児がおりましてそういう階層が出てくるわけであります。その措置費とは、「市町村長が児童福祉法による第２２条１５条の法文に規定する保育所への入所の措置をとつた場合における法第５０条の最低基準を維持するための費用であつて、次の範囲内」といういわゆる人件費、原材料費、保育設備費といろいろ必要経費が入つてくると、こういうものが措置費であつて、この措置費の「一人の一か月分の措置費を保育単価」というふうに策定されておりまして、この保育単価を切り下げるということは、結局保育所の運営方針を根本から変えてゆくということになつてくるわけでありまして、先ほどから申し上げておりますように、あくまでも原則としては収入をもつて経費を賄うという建前に立つていつて、そのときに負担し切れない人がおれば、この人は政府並びに市で負担して保育してあげようということで、実質的にはそういつた人に対する恩恵は出ておるというふうに考えるわけであります。






○　仲本　安一　君

　先ほど８番議員から御質問がございましたが、その点と重複するかもしれませんが、わかりやすく申し上げますと児童福祉法の制定によつて政府の補助金がでると、それは従来の場合には市の直営の保育所は２，０００から３，０００ドルの赤字を出しておつた、今度は補助金もふえるということになつて２２，９７０ドル余りふえてくるというようなことで承つておりますけれども、ざつくばらんに申し上げて、今までなかつたものがそれだけ補助もふえてきた、そうなつてくると前の３，０００ドル分の赤字を埋めたとしても、さらに余りがあるわけですね。そうするとむしろ従来よりも安くなるんじやないかという一般の常識的な考えであります。それから上がる人が４５％、いわゆる半分近くもおるということは常識的に解せないんですが、その補助があつた分は特に施設を拡充するのか、あるいは設備、そういつたものの充実をはかるのか、あるいは保母を増員するのか、どういうふうにこの予算が消化されていくのか、それをも従来と同じく内容は変わらぬのか、そこら辺はどういうふうになつておるのか。この点について保護者がいろいろ疑問をもつておるんじやないかと思います。正直に申し上げてどういうふうになりますか。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。２３，０００ドルの赤字だつたというのは、過去における、いわゆる１１ドル、７ドル、６ドル時代のことでありまして、現年度予算においてはすでにバランスをとつてやつてあるわけです。従いまして従来の赤字が埋つたんじやないかということですが、これは過去における計算であつて、その予算が浮いてきたということで、これは予算全体の操作としての収入バランスのシートでありまして、これをいきなり保育所にどうのこうのといつた特別収入的なことは困難じやないかと考えております。




○　仲本　安一　君

　はつきりしないんですが、まあそれはいいとして、６月ごろだつたと思いますがそのときにも改正して保育料を上げましたね、そのときの理由は設備の充実をはかるというようなことが主たる理由にしておられたんでございますが、値上げしたあと具体的にどのようにその設備が変わつておるのか、おそらく本員が聞くところによるとほとんど変わらない、かえつて人数もふえて保母は手一ぱいであるということで、保母の方々から定員をふやしてもらいたいということで陳情も市当局にあつたかと思いますけれども、そういつた面、特に変わつていないということは周囲の一般的な声なんですが、具体的にどう変わつておりますか。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。前に１１ドル、７ドル、６ドルと改正した理由は政府のほうの示す措置費が変わつてきたんで、それを基準として計算すると那覇市の場合はだいたいこれこれになおさなけばいけないということで改正したわけでありまして、その増収をもつて施設設備を充実するということは別にお答えしなかつたかと考えておりますが、ただそれにしても保育所の整備充実するということは幾らやつても足らないわけでございまして、もちろん最低基準が示されておりますので、それだけやればいいんじやないかということも考えられますが、それだけ児童の福祉を考えるということで小さい消耗品の拡充をはかり、あるいは保母の増員なりをしてできるだけの努力ははらつております。




○　仲本　安一　君

　最後に２点ばかりお尋ねいたします。まず５５％安くなつて、４５％が現在よりもあがるということですが、その場合に具体的に、たとえば１００ドル取る人がどのぐらいあがるのか、あるいは２００ドル、３００ドルの場合はどうなるのかそういつた基準が現在出ておりますか。もし出ておりますれば御説明を願います。次は所得の査定というんですか、申告の場合は公務員とか会社員の場合は簡単ですが、申告されてないかたの場合はどいうふうな方法で押さえるのか、そこら辺について御説明を願います。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。第１点の具体的に所得額による階層はどうなつているかということでありますが、これは先ほど申し上げましたように政府から基準が示されると同時に、各保護者から提出された所得証明書によりまして、お手元にあります徴収金基準額表というこの表に合せて整理したものでありまして、これが結果的にどういう階層になつていくかというところの計算まではまだいつておりません。いわゆるわれわれとしては事務的にやらなければならないことは、この基準表にあてはめてどういうふうになるのかということが先決でありますので、これをあてはめるわけです。これを参考的にやれんということであれば、暇を見て後日やつてもいいと思います。第２点の所得申告の件でありますが、これは規程によりまして前年度の所得申告額に基づくということになります。もし前年度の申告がなければ前々年度に基づくと、その途中で前々年度のものがわかつてきた場合、その次の日の属するものから改正していくというふになつております。






○　瀬長　フミ　君

　先ほどの説明の中で減収になるのは４５％、増収になるものが５５％ということでありましたが、予算年度においては前年度よりも５９，０００ドルの増収になるわけでありますが、そういうふな増収の面を見ますと、やはり保護者がそれだけ保育料を多く出すというふうに考えられます。その点、私達はこの保育所にあずけていらつしやる保護者が相当高額の入園料を取られるということも考えられますが、その点当局にはどうお考えでありますか。






○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。これは先程から御説明申し上げたとうりに政府の基準に照して整理していきますと、そういうことになりますので、これは保育料があがつたというても、いわゆる措置費を支給される人は保育単価そのものがあがつておりますけれども実際彼らが負担する額というのは下がる、それから残りの人はそれだけの所得があるのでそれだけの分は払らうべきだという基準がありますので、これをくずすことはできないので政府のほうで改正しなければどうにもなりません。




○　瀬長　フミ　君

　８番議員の御質問にありますように、沖繩においてはやはり所得税も高い公共料金も高い中でそういう所得税の基準で徴収された場合に、ほとんどの人たちが上がるので不満をもつております。その単価基準というのが前の１１ドル７ドル、６ドルというふうな基準からしますと１４ドル４０セントというのは非常に高いというふに考えておりますが、この政府の示された基準でありますが当局としてもこの基準額をもつと下げるような意向を政府に折衝なさることはございませんか。




○　経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。この単価基準を下げるということは、これはちよつと無理じやないかと思います。要するに先ほど申し上げましたように保育単価というのは諸用経費からくる一人当りコストでありますから、これをきり下げるということは、もつと冷遇しなさいということになります。このコストはあげるべきだと、ただ先ほどから御心配のようにできるだけ適用基準の巾を広げなさいということじやないか思います。これは政府のやるわざでありまして、われわれをもつとできるだけそういつた方向の要望はしますが決定権は政府にありますので私たちとしてはどうということは答えられないということであります。




○　副議長（辺野喜英興君）

　質疑を打ち切ります。討論に入ります。（「討論なし」というものあり）




○　副議長（辺野喜英興君）

　討論終結し採決に入ります。日程第３、議案第１３６号那覇市保育所設置及び管理条例の一部を改正する条例制定については原案のとおり可決することに御異議ありませんか。　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第４と第５は関連しておりますので一括上程します。日程第４、議案第１３７号ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて、日程第５、議案第１３８号ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについてを一括議題として説明を求めます。






○　水道局長（玉城定仁君）

　ただいまの上程されました議案第１３７号ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについて及び議題第１３８号ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて、両議案は関連いたしますので一括して御説明いたします。この議案は１９６８年度の配管工事用資材の購入に伴う契約議案であります。購入の方法につきましては鋳鉄管と異型管類に分けて、鋳鉄管が福山商事、共同商会、沖繩岩谷商会、万弁舎貿易部、第一産業の５社を指名し、異型管類は沖繩岩谷商会、万弁舎貿易部、福山商事、共同商会、第一産業、宮真商事、永山組の７社を指名の上、１０月１１日競争入札を行つたのであります。

入札の結果鋳鉄管につきましては福山商事代表者福山朝計が９１，１５７ドルで落札いたしたのであります。また異型管類につきましては福山商事代表者福山朝計が４万ドルで落札をいたしましたので、１０月１２日各々仮契約を締結したのであります。これらの契約につきましては市町村自治法第１７５条第２項及び議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例に基づき議会の議決を必要とする契約でありますので、この案を提出したのであります。よろしく御審議のほどお願いいたします。




○　副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○　喜舎場　盛一　君

　議案第１３７号、１３８号の両議案の見出しのダクタイル鋳鉄管は従来の鋳鉄管、異型管とはどういうようにかわるのかそれと値段に差があるのか、このダクタイルということははじめて聞くわけですがこの辺について御説明を願います。






○　水道局長（玉城定仁君）

　お答えします従来市が使用しておりましたところの配管資材は普通圧鋳鉄管をだいたい使用しておりましたのでありますが、それが去年からダクタイル鋳鉄管に切り換えしました。その切り換えた主な理由を申しあげますと、普通圧鋳鉄管は俗にいうところの鋳物性でありまして、いわゆる耐久力がない、それから運搬の場合非常に破損がしやすいし、さらに工事の施行においても、ダクタイルに比較して非常に工事が長引き、それだけ工事の施行がむずかしいのであります。なお、ダクタイル鋳鉄管の製造方法については、さほどかわりありませんけれどもただ鉄の質が違う、俗にいわれておおることは鋼的な材料でありまして、非常に圧力に対するところの抵抗力も強いしその輸送の場合も破損がなく、１００％合格するそれから工事の施工がしやすい。以上の点からダクタイル鋳鉄管に切り換えたわけであります。最近日本本土でも各市町村ともほとんどダクタイルに切り換えつつあります。那覇市のほうでも建設委員会でも全面的に取り入れるようにという御要望もございまして、先ほど申し上げました利点からしまして７５ミリ以上は今年度から全部ダクタイルにしたわけであります。値段において先ほどの利点からした場合には差異はございません。

（「進行」というものあり）




○　副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論終結し採決に入ります。日程第４、議案第１３７号ダクタイル鋳鉄管の購入契約を締結することについては原案のとおり同意することに御異議ありませんか。　　　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第５、議案第１３８号ダクタイル異型管類の購入契約を締結することについて、原案のとおり同意することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）




○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　副議長（辺野喜英興君）

　先刻、諸般の報告の中で報告いたしました。電力需要者連絡協議会、製永冷凍業者代表、高圧線架設反対委員会、真和志農業協同組合、真和志青年連合会から提出された５件の陳情は、急施を要する事件としてこの際日程追加したいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて、ただいまの５件の陳情は、それぞれ、日程追加することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○　副議長（辺野喜英興君）

　日程第６から、日程追加第５までの事件を一括して議題といたします。日程第６から第１０までの事件について、上間発電所問題対策特別委員会の審査の中間報告を願います。






○　副委員長（比嘉佑直君）

　変電所設置に反対する陳情、発電所建設に反対する陳情、電力公社上間発電機設置促進について（陳情）、上間発電所建設に関する御協力方について（お願い）、発電機設置に関する陳情、以上５件の審査の経過と結果を報告いたします。本件は、上間発電所設置に伴ない、農耕地の縮少、並びに公害問題、併せて電力需要量の伸びと現在の発電能力の問題が関連している重要な陳情でありますので、その審査にあたつては、去る５日に審査日程を協議決定し、これにもとずきまして、６日、反対陳情人　　９日、促進陳情人　　１０日、電力公社　　１１日、当局と、それぞれ説明を聴取し、質疑を交わしました。さらに、１１日午後１時には、正副委員長が公社において、屋田総裁、下地事務官、民政府係官と話し合いをもつた。その中で、正副委員長から反対陳情の要旨を申し述べましたところ、民政府係官の意向は、場所的には、上間が最適地である。しかし、コスト高にはなるが、技術的にはほかに設置することも可能であるし、発電所建設用地がほかに確保され、また、現在の変電所への送電線用地の確保が保証できたら他に変更しても良い。この問題は、平和的に解決してゆきたいと申しております。したがいまして、委員会は、以上の審査経過から、公社が直ちに建設を強行することはないと判断しまた、立法院においても、現在、審議中であること、さらに、この発電所と牧港発電所を結ぶ高圧線の架設に反対する陳情書も提出されておりますので、この件も併行して付託後に審議を要するものと認定し、審議を重ねながら早急に善処方を講ずるよう関係当局に折衝してゆくという趣旨のもとに、本件は全会一致、閉会中の継続審査に付することに決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○　副議長（辺野喜英興君）

　休憩いたします。

	（午前１１時３分　休憩）

	（午前１１時５分　再開）




○　副議長（辺野喜英興君）

　再開いたします。ただいまの中間報告に対し質疑に入ります。






○　喜舎場　盛一　君

　ただいま特別委員会の中間報告がなされましたけれども、その中で電力公社あるいは民政府といたしましても、場所の変更の余地があるというように、本員は今の委員会報告の中から察知されるわけでございますけれども、本特別委員会の、いわゆる行動と申しますか、中期報告でもつて現在特別委員会そのもが閉会されているというようなかつこうでございますが、さらに特別委員会にお願いしたいことは、この場所変更の問題をもう一度、この特別委員会を開きまして、その方面に努力していただきたい、かように本員は要望したいのであります。これは質疑ではありませんけれども、ただ閉会中の継続審査というようなかつこうではぐわい悪いのではなかろうかと思いますので要望したいと思います。






○　副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの要望でありますが、今議長席に座つている私が特別委員長でありますのでお答えいたします。これは特別委員会の席上でお諮りしてきよう継続審議になるわけでございます。これは委員会のときにも申し上げてありますとおり何も中断するということではなく、またこの問題については公社側でも平和裡に解決するということは十分考えられますので、いたずらに現時点において右、左をきめるよりは、ある程度時間をかけたほうがいい、タイミングを合わすということでやつております。これを長引かすという意味ではけしてありませんので御安心願いたいと思います。（「進行」という者あり）






○　副議長（辺野喜英興君）

　では質疑を終決いたします。お諮りいたします。日程第６から第１０までの事件については閉会中の継続審査申出書が提出されておりますので、これを閉会中の継続審査に付し、また日程追加第１から第５までの事件も同趣旨の陳情でありますので、これを上間発電所問題対策特別委員会に審査を付託し、閉会中の継続審査に付したいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）




○　副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつてさよう決定いたしました。以上をもちまして全日程を終了いたしましたありがとうございました。



（午前１１時７分　閉会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上記会議録を調整し署名する。




１９６７年１０月１８日




議長　　　　　　高良一　　　㊞

副議長　　　　　辺野喜英興　㊞

署名議員　　　　赤嶺保三郎　㊞

署名議員　　　　平良真次郎　㊞
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那覇市議会





会議録目次

○　招集告示

○　会期及び日程

○　上程案件

（議案第５号　沖繩の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○　上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

１１月２日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　事務局出席者

○　議事日程

○　開会・開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期決定

○　決議案上程・提案理由の説明

（議案第５号　沖繩の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議）

○　表決

○　諸般の報告

○　閉会








那覇市告示　第１１４号

１９６７年１０月３０日







　第９７回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。







那覇市長　　西銘順治






















記




１．　招集日時　　　１９６７年１１月２日（木）午前１０時




２．　場所　　　　　那覇市議会議場




３．　付議事件　　　沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議







第９７回那覇市議会臨時会会期日程計画

１９６７年１１月２日　　１日間









	月

	日

	曜

	種別

	日程

	備考




	11

	2

	木

	本会議

	決議案上程、説明聴取、質疑、討論、表決

	












本会議　　１日　　１日間


















第97回那覇市議会会議録










臨時会




上程案件







沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議




　沖縄が祖国から分離され、アメリカ合衆国の軍事的植民地統治下におかれてから実に２２年、その間、沖縄県民はあらゆる機会に祖国復帰を訴え続けてきた。

那覇市議会も市民の総意を体し、過去９回にわたつて沖縄の祖国復帰に関する要請決議を行い、アメリカの沖縄統治が国際正義に反する不法不当なものであり、国連憲章や世界人権宣言等の国際法規にも違背するものであることを強調し、その速やかなる返還を要求してきた。

日本国憲法による自由と恵沢のない長期に亘る他国の統治は世界に類をみない変則的なものであり、政治、経済、社会、教育その他各面にわたつて大きなひずみを生じ、軍事基地によつて生みだされる弊害もまた大きく、県民の生命財産は保障されない事態にある。

祖国日本は戦後、驚異的な経済成長をとげ、東南アジア諸国への経済援助をなす所まできており、国際連合の中にあつては指導的立場にある今日、自国の国民と国土を他国の統治にゆだねる事は我々の理解に苦しむ所である。

一昨年８月佐藤総理は沖縄訪問の際、「沖縄の返還なくして日本の戦後は終らない」と云われた。もしその言葉が真意であるとすれば日本の戦後もすみやかに終結せしめ、沖縄県民の自由と権利回復のため強力な施策がなければならない筈である。

今回佐藤総理が訪米し、日米間の諸問題についてジヨンソン大統領と会談されるときいている。

独立国日本の政治的重要課題は失われた国土と国民をすみやかに回復することにあると信ずる。われわれはこれ以上アメリカの統治に服することは我慢できない。

よつて那覇市議会はこの機会に総理が沖縄返還を一日も早く実現するよう時期を明らかにするとともに、返還にあたつては将来に禍根を残さない基本線を堅持し強力な対米折衝をされるよう強く要請する。

１９６７年１１月２日

那覇市議会


















第97回那覇市議会会議録










臨時会




上程案件

処理結果







第９７回那覇市議会（臨時会）処理結果




	１９６７年１１月２日　　
	（午前１１時１７分　開会）

	（午前１１時３０分　閉会）







１．　本会議




　本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	11

	2

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	20番議員

21番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	１日間




	〃

	〃

	〃

	決5

	沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議

	4番議員　他29名

	原案可決
















第97回那覇市議会会議録










臨時会













１１月２日（木曜日）





１９６７年第９７回那覇市議会会議録（臨時会）




○１１月２日（招集日）

	（午前１１時１７分　開会）

	（午前１１時３０分　閉会）









○出席議員（２９名）





	　１番
	安見福寿君
	１６番
	仲本安一君


	　２番
	椿秀義君
	１７番
	金城吾郎君


	　３番
	大浜長弘君
	１８番
	大山盛幸君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１９番
	又吉久正君


	　５番
	山川正平君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　６番
	儀間真祥君
	２１番
	金城重正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　８番
	黒潮隆君
	２４番
	平良真次郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２５番
	高良一君


	１０番
	吉浜朝一君
	２６番
	比嘉佑直君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１２番
	金城庄瑞君
	２８番
	平良亀助君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２９番
	辺野喜英興君


	１４番
	宮良永昌君
	３０番
	渡口麗秀君


	１５番
	久高友敏君







○欠席議員（１名）


	２３番
	喜久山朝重君
	

	





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○事務局出席者


	局長
	義永栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛広君


	　
	　


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６７年第９７回那覇市議会臨時会議事日程第１号

１９６７年１１月２日（木）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　会期を定めることについて




第３　　　決議案第５号　沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○会議に付した事件




　議事日程に同じ

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日をもつて招集された１９６７年１１月の第９７回那覇市議会臨時会を開会いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。諸般の報告をいたします。１０月２７日付、復帰協発第２５号　復帰運動に対する協力方要請について　沖縄県祖国復帰協議会会長喜屋武真栄から文書が送付されておりました。

写しは、お手元に配布してあります。

１１月１日付、那覇市議会議員喜舎場盛一他２９名から、決議案第５号　

沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議案が提出されておりました。決議案は、お手元に配付してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１　会議録署名議員の指名について　を議題といたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において赤嶺慎英君、金城重正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２　会期を定めることについて　を議題といたします。

第９７回議会の会期日程については、去る１０月３０日の議会運営委員会に諮り、了承の上、その案をお手元に配付してあります。

お諮りいたします。　今期臨時会の会期は、お手元の案のとおり、１１月２日の１日間といたしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて、会期は、１１月２日の１日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　日程第３　決議案第５号　沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議　を議題といたします。

提案者の説明を願います。




○喜舎場　盛一君

　佐藤総理の訪米を目前に控えましていよいよ内外ともに沖縄の祖国復帰問題が最絶頂に達しているような感がするわけでございます。その間われわれ那覇市議会におきましても９回にわたり祖国復帰の要請決議をして来たけれども、戦後２２年なお今日にいたるもわれわれの祖国復帰の問題は前進しないどころか、社会生活におきますところの較差の問題はなおますますその差が出てくるばかりでございます。そういう経過において佐藤総理、ジヨンソン大統領の会談があると示されたが、われわれ那覇市議会はこれまでの決議になお一層の力を添えまして那覇市民の総力を結集いたしまして、佐藤総理の強力な対米折衝を要請したい、とかような意味合いで議会運営委員会あるいは全議員の賛同を求めまして今回の決議案を決定したいとかように考えております。趣旨はお手元にお配りいたしました案を朗読させていただきます。

　沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議、沖縄が祖国から分離され、アメリカ合衆国の軍事的植民地統治下におかれてから実に２２年、その間、沖縄県民はあらゆる機会に祖国復帰を訴え続けてきた。　那覇市議会も市民の総意を体し、過去９回にわたつて沖縄の祖国復帰に関する要請決議を行い、アメリカの沖縄統治が国際正義に反する不法不当なものであり、国連憲章や世界人権宣言等の国際法規にも違背するものであることを強調し、その速やかなる返還を要求してきた。　日本国憲法による自由と恵沢のない長期に亘る他国の統治は世界に類をみない変則的なものであり、政治、経済、社会、教育その他各面にわたつて大きなひずみを生じ、軍事基地によつて生みだされる弊害もまた大きく、県民の生命財産は保障されない実態にある。

祖国日本は戦後、驚異的な経済成長をとげ、東南アジア諸国への経済援助をなす所まできており、国際連合の中にあつては指導的立場にある今日、自国の国民と国土を他国の統治にゆだねる事は我々の理解に苦しむ所である。

一昨年８月佐藤総理は沖縄訪問のさい、「沖縄の返還なくして日本の戦後は終らない」と云われた。もしその言葉が真意であるとすれば日本の戦後もすみやかに終結せしめ、沖縄県民の自由と権利回復のため強力な施策がなければならない筈である。今回佐藤総理が訪米し、日米間の諸問題についてジヨンソン大統領と会談されるときいている。独立国日本の政治的重要課題は失われた国土と国民をすみやかに回復することにあると信ずる。われわれはこれ以上アメリカの統治に服することは我慢できない。よつて那覇市議会はこの機会に総理が沖縄返還を一日も早く実現するよう時期を明らかにするとともに、返還にあたつては将来に禍根を残さない基本線を堅持し強力な対米折衝をされるよう強く要請する。１９６７年１１月２日、那覇市議会。

なお宛先は総理大臣宛一本でございます。それから賛同者は全議員に切り替えたいと思いますのでよろしく御審議の程お願いいたします。




○議長（高良　一君）

　日程第３、決議案第５号　沖縄の祖国復帰に関し、強力な対米折衝を要請する決議について質疑討論を省略し全会一致原案を可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本決議案については全会一致原案を可決することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　お諮りいたします。祖国復帰協議会から資金カンパの依頼があります。趣意書は、お手元に配布してありますが、今回の佐藤総理の訪米が祖国復帰をかちとる絶好の機会として、那覇市議会も復帰協の諸行動の成功を祈念し、資金カンパを行ないたいと思います。議員各位の御賛同をお願いします。

なお、カンパは、１ドルあてとしていただくよう御了承願います。

次に、第１６回全国青年大会に那覇市青年協議会が沖縄代表として派遣されます。

趣意書は、お手元に配付してありますが、派遣費の旅費補助として各議員から１ドルあて寄附することにいたしたいと思います。

これも、御了承願います。




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日の会議を閉じることにいたします。ありがとうございました。



（午前１１時３０分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　上会議録を調整し署名する。




１９６７年１１月２日




議長　　　高良一　　㊞




署名議員　赤嶺慎英　㊞




署名議員　金城重正　㊞
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